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おわりに
はじめに
中小企業では大企業と比較した場合にいくつかの労働条件格差の存在を指摘でき
るが，その一つに福利厚生の差述がある。実施されている福利厚生施策の種類とそ
の費用，とりわけ法定外福利厚生費についてはIﾘＩらかに規模間格差がある。これに
はいくつかの理由が考えられよう。まず第１に，中小企業の場合は従業員に対し
て手厚い福利厚生を提供する経営上の余裕がないこと，第２に，同じ費用をかけ
ても大企業のように規模のメリットを活かせず効果が低いこと，第３に，長期扇
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用慣行が弱いために十分な福利厚生によって従業員の定着向上を目指す必要性が低
いこと，などの諸点を指摘できるだろう。
企業の育児支援策についても福利厚生の一環として見れば，規模間格差は明らか
である。労働省の１９９６年度『女子雇用管理基本調査」（以下では１９９６年度調査
と省略)によれば，育児休業制度の規定のある事業所は全体では60.8％であるが，
規模による差は大きい。５００人以上では97.1％であるのに対し，１００～499人規模
では81.4％に減少し，さらに３０～９９人規模となると55.4％，５～２９人規模では
32.0％となる。女性雇用者のほぼ半数が９９人以下の事業所で雇用されていること
を考慮すると，実際に育児休業制度の恩恵に与かれる女性雇用者の割合は育児休業
制度の普及率より低くならざるを得ないだろう。中小企業規模での育児支援の必要
性が問われる所以である。
そこで，以下では中小企業における育児支援事業の内容と，中小企業が育児支援
をする企業の論理，および地域保育サービスへの要望を取り上げ，中小企業に勤務
する女性が家庭と仕事をどのように両立させているかを検討した。調査対象企業は，
大都市および地方中核都市の中小企業で育児支援策について熱意を持つ企業であり，
こうした企業の育児支援策を地域社会との関連から考え，女性の出産・育児と就業
継続が両立可能となる条件について検討の素材を提供したい。
1．中小企業の育児支援の内容とその特徴
企業の育児支援策は育児休業の他にもいくつかあり，個々の企業はそれぞれの事
情に応じて従業員の育児支援を行ってきた。企業は一般に，なぜ私企業が従業員の
育児支援を果たさなければならないのか，という疑問を潜在的に抱いている。とり
わけ福利厚生費に余裕のない中小企業ほど，育児の責任はまず第１に両親にあり，
次いで地方自治体や国などの公的機関にあるとし，民間の私企業が従業員の育児負
担について支援する必要性はないと考えている。中小企業が育児休業制度を導入し
た理由は，したがってどちらかといえば法律で決まったから法に従うだけ，という
消極的な姿勢が多く，企業(IlIに格別の導入理由は見当たらない。こうした中小企業
の育児支援に対するこの一般的な傾向の中で，今回調査した企業はそれぞれの企業
独自の論理から育児支援を行っていた。
第１表は調査対象企業の属性とそこで導入された育児休業制度の利用状況であ
る。この表を手がかりとしながら，各々の中小企業の特徴とそこで実施されている
育児支援策の内容を一つずつ検討していこう。育児支援策を必要とする男女労働者
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第１表調査対象企業の属性と育児休業制度について
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ではなく，中小企業の立場から，各企業の育児支援策に対する必要性とは何であっ
たのか，またそれぞれの育児支援施策が企業の必要性とどう繋がっていたのか，育
児支援の施策毎にその関連をみたい。
①企業内保育施設の設置
種々の育児支援施策のうち，もっとも直接的で効果が大きいのが企業内保育施設
である。効果が大きい分だけ，企業としてもその設置，維持には費用がかかる。今
回調査した企業のＩＩＪでは設置している企業が１社，過去に設置した企業がｌ社あ
った。
Ａ病院は子どもを持った看護婦を1991年に２人採川した際，その２人のため
に保育施設を設け，保母を採用した。当時は看護婦の定着率が良くなかったため，
看護婦の確保と定着の向上のために保育施設を設置したのである。その後，この２
人の看護婦が退職したために保育施設も閉鎖された。現在正看護婦・准看護婦が合
計で２０人おり，そのうち既婚者が１５人である。既婚者は全員が子どもを持って
いて，新規採111の肴謹婦も既婚者が多いという。現在雇川されている看護婦は，企
業内保育施設に頼らなくても，地域の保育所へ子どもを預けられるようになった。
またホテル業を営むＱ社では企業内保育室を持っている。パートタイマーを含
む従業員で子どもを預けたい人はここに預けることができる。現在５人の子ども
が預けられている。預かる子どもの年齢は３－４歳までである。保母は正規従業員
として１人採)1)され，その他，パートタイマーの保母が６人である。１９９９年２月
に開設した。場所は空きができた女子寮を改築したもので，開設費用については
２１世紀職業財団から支援を受けた。
保育料は1ケ)］２０１三１以上預けた場合には社員が１ケ月２万円，パートタイマー
は１ケ月１万ｌＩ１である。定期的でなく，１ケ月２０日に満たない場合は，1日当り
千円の費用が取られる。保育対象の５人の子どものうち，正規従業員の子どもが３
人で，定期的に預けられている子どもは２人のみ，パートタイマーで定期的に預
けている人はいない。従業員が自分の子供を不定期に預ける]qMll1は，’三1暇'三1など一
般の保育所が休みの日に勤務があるからで，こうした場合に会社の保育室は不可欠
となる。また個人的な用事の場合も預けてよいことになっている。パートタイマー
の保母も，別の保育所や幼稚園に勤務している有資格者であり，企業内保育室の評
判は良い。保育時ｌｌＩｊは午前８時から午後８時までの１２時''１１である。
ホテル業は２４１１柵1体(lillで夜勤勤務がある。現在夜勤に女性は配置されていない
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が，ウェイトレスを必要とするサービス部門は日暇・祭日など通常の保育所が休み
の日に業務が多くなるために，子どもを持ちながらウェイトレスとして働く女性に
とって，企業内保育施設が不可欠である。この保育室の利用者は全員が核家族で，
祖父母との同居はない。Ｑ社では開設費用については公的な助成金を得られたが，
預かる子どもが５人とその人数が少ないために，保育料だけではとても採算が合
わず，会社が全面的に費用負担をしている。維持費についての何らかの公的援助が
欲しいと要望していた。
以上のように，企業内保育所は育児支援策の中では費用がかかるために中心的な
施策ではなく，現在提供されている公的保育施設の補完物として整備されている。
公的保育施設の開園時間や雁日と，企業の業務時間帯がずれた場合にのみ整備され
る施策が企業内保育施設なのである。保育の主体はあくまでも公的なものであり，
企業の施設はその補完に過ぎないという点が留意されねばならないし，その点では
今後に拡大するような施策ではないだろう。
②育児休業制度の導入
いずれの企業も育児休業制度を導入した契機は１９９２年４月１日からの育児休業
法の施行に伴うことが多い。もっとも，規模３０人以下の事業所では，育児休業法
は１９９６年３月３１日まで非適用であったが，今回の調査対象企業中ではこの事例
はなかった。とりたてて女性に対する育児支援に熱心というわけでもなく，とりあ
えず世間並みに法律の遵守を旨とする企業では，出産予定者の有無を問わず，育児
休業法の施行前に育児休業制度を導入している。今回調査対象となった企業１９社
のうち１２社までが１９９１年から１９９３年の間に育児休業制度を導入していた。そ
の点では育児休業制度の法制化は普及に絶大な効果があることが分かる。
それ以前に1980年代後半に企業独自の必要性から導入していたのは３社である。
業種は保育所と病院で，それぞれ保母，看護婦といずれも女性労働力に依存する業
種である。またＫ社は１９８２年の創業時から現在の育児休業制度とは異なるが，
休暇の理由として育児が認められていた。これはＫ社の親会社に同種の規定があ
ったからである。親会社は精密機械機器製造業で，そこには女性従業員が多数雇用
されている。Ｋ社では液晶ディスプレイの製造を行っているが，その検査部門は
女性が担当しており，従業員１７０人中，女性は６２人，また女性パートタイマーも
５０人と女性の比率が高く，実際にこの育児休業制度を取得した人はこれまで延べ
２６人に達している。Ｋ社の場合は，育児休業制度と介護休業制度の双方に取得者
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が多く，かつ最近３年間の取得者は全員復職している。
育児休業制度は，そもそも学校教職員や看護婦，旧電々公社職員といった女性職
場から始まったが，その経緯にみられるように，製造業においても女性の割合が高
い企業での普及が早い。育児休業法では取得者が休業している間の代替要員の採用
などの措置を努力義務としているが，教員に対する産休補助員などに典型的に見ら
れるように，女性の多い職場では産休・育児休業が日常化するためにこの代替要員
の確保が制度化しやすい。
しかしこれは言い換えてみれば，数年に一度の育児休業取得者が出てくるか出て
こないかの中小企業にとっては，そのために特別に代替要員を確保することが困難
であることを意味する。Ｄ社やＥ社，Ｍ社のような中小製造．販売業で，かつ女
性事務職員が育児休業に入る場合は，事務職員の人数が始めから少なく，休業者が
休業を取った後，職場に残された人たちが仕事をやりくりする余地が非常に少ない
か，あるいは全くない。こうした場合，従来ならば育児休業を取得できないか，あ
るいは出産者が退職することによって新規採用で補充するという選択肢しか残され
ていないことが普通であった。だからこそ育児休業法の成立以前は，中小企業レベ
ルでは｢育児休業代替員の補充が困難｣という理由で，育児休業の普及が進展しにく
かったのである。
ところが，今回調査では，産業用機器製造Ｄ社や環境危機販売Ｅ社，鋳物製造
Ｍ社などでは派遣社員を短期間雇用して育児休業の代替要員を確保していた。せ
んべい製造のＲ社でも，工場では代替要員を必要としていないが，事務職ではア
ルバイトを採用していた。また金融業のＦ団体では，派遣社員を雇用する代わり
に1つはパートタイマーと，他の1つ正規従業員よりも実動時間が２０分短い契約
社員で代替要員を確保していた。Ｆ団体の場合は協同組合組織であるから，組織の
性格としての利潤追求の必要性が薄く，その分だけ人件費削減への志向性が低かっ
た。その結果，Ｆ団体がパートタイマー制度を導入した当初の理由は，人件費削減
であるよりも１９９２年に制度化された育児休業のための代替要員を確保することに
あった。その後，このパートタイマーが戦力として十分に活用できることが分かり，
現在ではパートタイマーと，パートタイマーで’年以上勤務した人の中から契約
する契約社員という２種類の非正規従業員制度を設置している。
以上，担当者が女性’人だけというような中小企業の事務職の場合，世間一般
ではまだ育児休業がとれずに退職するケースも多いであろう。だが，派遣社員，パ
ートタイマー，契約社員などの就業形態が近年急速に拡大したために，育児休業の
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代替要員としてもその利用が見られ，結果として女性事務職が育児休業を取得しや
すくなったといえる。就業形態の多様化は必ずしも女性の雇用の質を向上させたと
は言えないものの，育児休業制度の取得拡大には明らかに貢献していることが指摘
できよう。
育児休業制度の普及は女性の正規従業員の雇用期間を延長させ，育児と仕事との
両立を支援するものであるが，その普及に非正規従業員層の拡大という最近の労働
市場の傾向が一役買っている。育児休業であれ，景気の変動であれ，企業にとって
はそれらが自分で制御不可能な与件として与えられるという意味では，機能的に等
価である。そうした変動の影響をできるだけ小さくするバッファー機能をこうした
非正規従業員は果たしているのであり，非正規従業員の雇用目的が①企業のコスト
削減であろうと，②雇用量の調整であろうと，③育児休業の代替であろうと，バッ
ファー機能を果たす点は同じである。現在，育児休業の取得者の99.4％（1996年
度調査）が女性であることを前提とすれば，出産女性の就業継続は女性雇用者間で
みられる就業形態多様化の進展によって可能となっている側面を指摘できよう。
③再雇用制度の利用
育児，介護などにより退職した人を再び同じ企業に雇用する制度（パートタイマ
ーで雇用される場合も含む）を再雇用制度という。１９９６年調査ではこの再雇用制
度がある企業は全体で20.7％，今回調査の主対象となった100～499人規模の中
小事業所でも21.4％の普及率であった。
今回調査対象企業１９社のうち，正式に制度化された再雇用制度をもっている企
業はなかったが，慣行上，退船した女性従業員を再雇用している企業は３社みら
れた。３社中１社は正規従業員あるいはアルバイトとしての再雇用であり，他の２
社は，パートタイマーとしての再雇用であった。
金融業Ｆ団体は組織目的が営利追求ではないので従業員の労働条件についても
厳しい条件を課していない。しかしそれでも退職女性の再雇用については正規従業
員ではなくパートタイマーで雇用し，そしてその中で１年以上の勤務した人の中
から選んで契約社員として雇用している。そもそもこの再雇用自体が，退職女性の
就業継続・キャリア形成を目的としたものではなく，企業として雇用形態の多様化
をはかって賃金コストを節約する目的であった。一般の労働市場でパートタイマー
を雇用するよりも，以前に同じ職場を経験した女性の方が仕事について熟知してお
り，かつ人柄についても信用が置けるという点で再雇用がなされているのである。
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再雁N1される女性も，以前の職場ならば仕事内容や職場の人間を知っているという
点で，他の企業に雇用されるよりも働きやすいわけで，また時給の相場も地元企業
全般よりは若干高めである。
迦輸業のＰ社では，結婚退職したバスガイドを正規従業員あるいはアルバイト
として再雇用している。同社のバスガイドは全体で約１０ｏ人いるほか，アルバイ
トのガイドが２０人いて１７％程度の比率を占める。正規従業員で復帰するかアル
バイトで復帰するかは本人の選択に任されているが，勤労意欲が高く，それに伴っ
て能力の高い人は正規従業員での復帰を選択するという。ただ正規従業員では日帰
りができない場所への仕事もあり，小学校入学以前の子どもを持つ人はアルバイト
の雇川形態を選択することが多い。再雇用者として孫ITIする場合は試験を実施する
わけではなく，人柄を重視する。
また環境分析および分析機器販売のＥ社は，｛Iill度としての再雇用(lill度はないが，
女性従業員が出産休暇終了後に職場復帰した後，保育所への子どもの送迎時間がと
れないことが分かり，正規従業員からパートタイマーへ雇用形態を変更した。厳密
な意味での再雇用にはあたらないが，雇用形態の転換により就業継続が可能となっ
た事例である。
以_12の事例をまとめると次の点を指摘できる。まず，再雇用が可能である条件と
して結婚あるいは出産退職者が同一地域に住みつづけていることが必要である。そ
の意味では，労働移動が少なく，地域労働市場が狭い地方の方が居住地の変更が多
い首都圏よりも再雇用を実施しやすいであろう。地域労働市場が狭ければ，たとえ
居住地を変更しても元の職場に復帰しやすいからである。それを前提とした上で，
退職した女性従業員を企業がTlj雇用する場合，企業はその職務について既に訓練を
受けた熟練者，あるいは信川の置ける人柄を地場のパートタイマー賃金水準にやや
上乗せした水準で雇用可能である。一方，Ｗｉ屈川者もその技能や熟練，あるいは退
職するまでに築き上げた自分自身の信用を活)'1できる。技能や信用を社会的に活用
できるのである。その結果，再雇用を可能とするための２番目の条件は，再雇用
のIlilWimiがある程度の技能水準を要するもの，あるいは取扱う人間の信用を要するも
の，ということになる。
④短時間勤務制度の利用
短時間勤務制度は育児や介謹のために通常の勤務|Ⅱflll1よりも短縮した勤務を可能
とする(|i11度である。所定労働時|(１１が７時間以上の場合は１時間以上の短縮となる。
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育児休業法では，１歳未満の子を養育する労働者が育児休業をしない場合，労働者
の申し出に基づいて措置を講じなければならない，としている。実際には，労働者
側からの申し出によってこの(lill度が実施されたというわけではなく，各企業とも育
児休業制度の導入に伴って育児・介護短時間勤務制度を導入したケースが多い。調
査対象企業１９社のうち，短時間勤務制度について言及しない企業もあり，その場
合，短時間勤務(lill度は実質的には導入されていないものと思われる。
短時間勤務制度については，４緬型がある。その類型は，①Ilill度があり，利ﾊ］
者もいる，②｛lill度はあるが利用者はいない，③｛|i'１度はなく，従って利用者もい
ない，④制度はないが，慣行として短時間勤務となっている，の４つに分類で
きよう。
第１の短時間勤務制度があり，利用者がいるのはホテル業のＱ社で，１日６時
間半勤務で時間給賃金となる。利用者は育児休業を取得しない人を対象とし，勤務
時間は個人によって異なるが，週平均３９．８時間勤務である。２４１kＩＦ間体Ｉｌｉｌｌのホテル
業であり，社内全体が常に各部門ともシフトを組んだ勤務体くlillであるために，短時
間勤務者であってもこのシフトに組み込まれている。短'１寺間勤務者の貸金形態が時
給であるのも，勤務時|({)のiIli力化と整合的である。また機械製造業Ｄ社では育児
休業取得後，全員が短ｌ１ｆｌｌｌ１勤務を利用し，利)|]した場合は午後311守半頃には退社
している。女性正規従業員３２人中２７人までが事務職であり，職場に人員の余裕
があることがこうした早い時間での退社を可能としているようだ。実際Ｄ社での
女性の平均勤続年数15.0年と非常に長く，この高い定着率は女性が出産後も継続
勤務していることによりもたらされている。
電気部品製造Ｂ社の場合は，親会社であるＮ社の指導もあり，育児支援は十分
にある。育児休業Wlllllも法定を上回り，子どもが１歳に達した直後の３月３１日ま
Ij'I度あり
ｍｗｉＷ”
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で休業を延長できるし，また「ならし保育」として会社が認めた場合は最大２週
間まで休業を延長できる。さらにこのＮ社の短時間勤務は，１時間の労働時間短
縮を子どもが３歳になった直後の３月３１日まで延長可能である。これまで８人の
出産者があり，そのうち４人が育児休業取得，２人がこの短時間勤務を利用した。
利用者のＡさんは，自社短時間勤務制度について「会社や仕事への再適応を容易
にする」と歓迎していた。Ａさんの職場は２人職場であるため同僚に掛ける負担
を考える育児休業を取得しにくく，また長く取得すると「職場に自分の居場所がな
くなるという不安もあった」ので，短時間勤務を歓迎したのである。この場合は，
育児休業の代替として短時間勤務制度が利用されていることになる。
第２類型の場合，育児短時間勤務制度は設置されているが利用者はいないとい
うパターンで，これに該当する事例はｃ保育園である。ここでも１０パターンのシ
フト勤務体制を敷いているが，短時間勤務制度の利用者はいない。菓子製造販売の
Ｌ社でもこれまで延べ１２件の育児休業取得者がいたが，短時間勤務制度の利用者
はまだ出ていない。全員が保育所利用者である。鋳物製造Ｍ社では短時間勤務や
正規従業員からのパートタイマーへの転換も可能だが，育児休業利用者間からはこ
うした要望が出ていない。またせんべい製造Ｒ社でも短時間勤務利用者は出てお
らず，パートタイマーの人は保育所の時間に合わせて退社時刻を融通する余裕があ
る。調査対象企業の中ではこの，制度はあるが利用者がいないという第２類型が
もっとも多かった。1996年度調査では，短時間勤務制度の導入状況は全体の60.0
％，またこの制度がある事業所での利用状況は7.9％であった。今回調査事例から
も，また全国調査からも，短時間勤務制度の利用は極めて少ないことが分かる。
第３類型の，短時間勤務制度がなく，また利用者もいないという類型も多くの
企業にみられる。その目的が育児のためであろうと，介護のためであろうと，短時
間勤務制度は育児や介護を担う女性就業者にとって就業継続する上で，利用価値の
高い措置であるが，実態として中小企業での普及はまだまだ低い。
たとえば，Ｅ社では短時間勤務制度を設置する代わりに，出産後に復帰した従業
員をパートタイマーの雇用形態で再雇用している。Ｅ社勤務のＢさんは育児休業
取得後に職場復帰したが，やはり正規従業員と同じ就業時間では保育所の送り迎え
のための時間を確保できず，復職後２ケ月で一旦退職した。そしてパートタイマ
ーとして再びＥ社に雇用された。パートタイマーの勤務時間は５時間半であるか
ら，もし１日２時間程度の短時間勤務Ilill度があればパートタイマーへの雇用形態
の変更は必要ではなかったであろう。
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本来，育児短時ｌＩＩＨＩｉ'１度とパートタイマーとは比較できない。しかし，労働時間で
見る限り短時間勤務の正規従業員の労働時間と，パートタイマーの労働時間の差違
は小さい。Ｅ社のように正規従業員であった人が，パートタイマーとなって従来と
同様の職務をこなすとしたならば，両者の境界をどこに設定するか，同じ職務をこ
なしながら雇用形態の変更により賃金が大幅に低下したならば|Ｍ１題となる場合も生
じよう。もし｢|]小企業が短時間勤務制度を設置せず，１１}産・育児に伴って正規従業
員からパートタイマーヘの雇用形態の変更という形での女性の就労継続支援策を採
用するならば，他方で子どもが大きくなって育児の負担軽減がなされた時期には，
再び正規従業員への復帰を認める制度を併せ持たねばならないだろう。後に触れる
ように，パートタイマーへの変更は労働条件の低下につながるため，本人の意欲に
反してパートタイマーへの変更がなされるケースが最近起きている。この場合には
女性の就労継続支援策というよりも，リストラ策に近いだろう。
第４類型は，短'1ｷ'１１勤務制度は職場の規定上では存在しないが，職場の慣行上，
育児短時間勤務があり，保育所への迎えが必要な場合は，終業時刻の３０分あるい
は１時間前に退社することが可能である。今回調査ではこうした類型はスポーツ
衣料縫製業のＪ社で見られた。Ｊ社の場合，従業員１０６人のうち女性正規従業員が
８５人，女性パート６人という典型的な女`性労働力【|]心の企業である。Ｊ社は女性
従業員の定着を同_'二させるために，育児休業法の施行と同時の１９９２年４月１日か
ら育児休業(|;１度を導入した。女性従業員の比率が高いこともあり，育児休業利用者
数も多く，１９９２年から９６年までの延べ利用者数は１６人と多数に及んでいる。短
時間勤務｛ｌｊｌ１度はないが，保育所への迎えのために退社時刻の繰り上げを従業員間で
認め合っていて，会社はそれを黙認しているという形である。職場にみられる自発
的な従業員間の相互扶助機能と捉えることも可能であろう。
中小企業の場合，この育児支援制度に限らず，人事管理上のIlill度化は進んでいな
いものの，慣行として職場の相互扶助機能が働いている場合が少なくない。そして
この慣行を企業側も黙認している。こうした相互扶助機能を企業コミュニティとし
て定式化したのはドーアや間宏であるが')，中小企業では従業員数が少ないだけに，
職場の中で企業コミュニティの要素が強く出てきており，従業員の育児支援といっ
た側面でも，その相互扶助>機能が働いているといえる。もちろん数多くの職場の実
態について知ることはなかなか容易ではない。しかしアンケート調査結果だけをみ
て，大企業と中小企業との間に大きな格差があるとだけ理解してはIMI違いに陥りや
すいだろう。大企業と'1]小企業では特に福利厚生面について｛|i１１度の有無による規模
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間格差は大きいが，制度化の有無を質問したアンケート調査には現れてこないよう
な，職場の慣行が機能し，それがIIill度の欠如を補完しているという側面にも目を向
けるべきであろう。
Ｊ社のような事例は少ないだろう。しかし育児短時間勤務制度は存在しないがそ
の利用者が存在するといった論理上はある得ない場合が実際には存在すること，そ
してそれは「職場慣行」という制度の補完機能が存在していることを証明している
といえる。
以上，短時間勤務制度についてはその制度の有無と利用者の有無という２つの
軸からその類型をみてきたが,育児支援の制度としては時間という目に見えないも
のを対象としているために，↑１度の有無と実態とのズレについては格別の配慮が必
要であろう。
2．中小企業の育児支援の目的
中小企業が育児支援を従業員に対して実施する理由は，福利厚生施策の一環とし
て従業員の労働条件の向上を図り，その定着率の向上を目指すことにある。しかし，
育児支援のニーズが主として女性従業員に発生することを考慮すると，この育児支
援サービスは特定の企業類型により強く必要とされており，一方，このサービスが
特に必要とされていない企業も存在している。そこで，以下に中小企業の育児支援
の目的から企業の類型をみてみよう。
①女性従業員の確保と定着率の向上
育児休業法の有無に関わらず，企業として従業員の確保と定着率の向上を目的と
して独自に育児支援サービスを提供する企業類型がある。今回の調査事例では，Ａ
病院，Ｃ保育園，Ｇ社，Ｋ社，Ｑ社，などがこれに当たる。ホテル業のＱ社，総
菜宅配業のＧ社を除くとこの類型の企業が育児休業制度を導入年したはいずれも
1980年代であり，育児休業法が立法化されたことにより育児休業制度が導入され
たというよりも，各企業の必要に応じて育児休業制度が導入されたといってよい。
またホテル業のＱ社では，育児休業制度よりも企業内保育室が主たる育児支援サ
ービスであることは既に触れた。
こうした企業に共通する点は，企業の中核となる労働力が女性労働力であり，そ
の確保と定着率の向上が企業にとって至上命題であることである。Ａ病院とＣ保
育園の場合は，それぞれに看護婦，保母が多数必要とされ，人員配置基準が厚生省
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によって規制されている。この基準を遵守しなければそれぞれ医療法人，社会福祉
法人として認可されないのであるから，組織運営上，看護婦，保母の基準以上の確
保は不可欠である。そのために，彼女たちが出産後も就業継続できるよう，育児休
業制度を始めとする育児支援サービスが提供されてきた。
その他の企業の場合，［１１心労働力となる女性従業員の職種をみると，Ｇ社（総菜
宅配のための軽自動車迎転)，Ｋ社（液晶パネル検査)，Ｑ社（ウェイトレス）な
ど，労働集約的が単純労働が多い。Ｐ社は観光パスのガイド，Ｌ社は菓子の販売員
が中心職種である。こうした職種では女性労働力が中心となっているために，その
確保と定着率の向上のために，企業は積極的な育児支援策を実施している。
確かに，女性労働力を[|｣心とする中小企業では労働力確保を目的として育児休業
などの育児支援策が実施されているが，－面では育児休業制度を実施しやすい職場
環境が一部の｢|'小企業に作られているということである。その肢大の理由は，企業
が普段から職場に余剰人員を確保しており，欠勤者が出てもカバーしやすい人員配
置を実施しているという事実に求められよう。第２表は女性の定着と休業中の代
替要員の有無を一覧表にしたものであるが，調査対象企業中，Ｇ社，Ｐ社，Ｒ社な
どの企業では，はじめから女性の欠勤を前提として人員配迩を行っていることが注
目される。
女性従業員の場合，自分自身の都合による欠勤だけでなく，家族の都合による欠
勤が多い。予め休業)UlllMの予定が立つ育児休業のほかに，突然必要とされる介護休
業も，主としてその取得者は女性である。介護休業が取得できればよいが，そうで
●●
なければ家族の病気による欠勤はやはり欠勤扱いとなる。広義には'二1己都合による
●●
欠勤であるが，厳密に言えば家族都合による欠勤であろう。その他にも母親の参加
が期待されている学校行事やＰＴＡの会合，あるいは夫の代理で出席しなければな
らない冠婚葬祭など，女性従業員が欠勤しなければならないＨＭＩは数多く存在して
いる。こうした欠勤は現在の家庭内の性別役割分業を前提とすればやむを得ないと
ころがあり，その結果，こうした女性従業員を中心労働力として雇用している企業
の場合は，ある程度の欠勤を見込んで人員配置がなされている。そのために育児休
業も数多くある女性の欠勤理[|jの一つとして取得が容易となっていると思われる。
たとえばゆとりのある人員配置は企業によって次のように税|川されている。「不
景気の中で，ゆとりあるガイド数を確保しているのは，今の若い人は気まぐれで，
いつやめるかわからないため」（Ｐ社)，「パートタイマーを含め社員は仕事量に比
べ多めに採用しており，（育児休業取得者がいても）各部で補填が可能」（せんべい
1４１
第２表女性の定着と代替要員の有無
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企業名 女性の定着度 休業【|】の代替要員の有無
Ａ病院 以前よりも良い。既婚者採'11の
方針。
看護婦の配置基準遵守のため代替要員が必要。準看を１
人有期で正社員に採１１]。この正社員が辞めなかったので
個人の夜勤回数が減り，不満が出た。
B社 短期勤続での退職者が多い。 バッチ処理の職場なので，管理職が仕事の割り振りを者
虚０
Ｃ保育園 平均勤続７－８年。｜}l産退職者
はいない。求職者は多い。
都の保母の基準があるために，代替要員を有期雇用。そ
の費用は都の助成あり。
Ｄ社 平均勤続１５年。 職場でやりくり。要員が少ない職場は派遣社員を活用。
Ｅ社 平均勤続７．１年。既婚者が１４
人と多い。定着はほぼ100％。
派遣社員を７－８ケ月雇用。
Ｆ団体 平均勤続15.1年で定着はよい。 パートの採用と契約社員の活用。
Ｇ社 販売では平均勤続３８年で短い。
毎年l/３が入れ替えになる。
欠勤者に備えてl]頃から約１２％の代替要員が確保され
ている。
Ｈ社 出産退職者はいない。 他のセクションからの異動とリーダーや他のメンバーの
iili肋でカバー。
Ｉ社 女性の離職が多い。 なし。１２人の職場で１割程度の負担が増えただけ。少
人数の職場では新卒を配置。
J社 新卒と中途の採用は半々。 ラインでは紺を変える。１人位は誤差の範囲。休業の要
負の変化よりも，受注の変動の方が大きい。
Ｋ社 女性の平均勤続年数は14.6年。
操業以来の定着度。
検査では減少した人数で試してみて，負荷が大きければ
社内外注に回す。技術では職場全体でカバー。
Ｌ社 ３年前まで中途採用あり，現在
は新卒採用のみ。
販売の店長クラスが育児休業をとることが多いので，営
業次長が社員の綴験年数や通勤距離を考慮して店舗間の
配転で対応。製造部Fi1では直近下位の人を引上げ，簡単
な(l:事に新入社員をつけた。
Ｍ社 平均年齢43-45歳。定着はよ
い。既婚者は５８人中４５人。
人事担当女性の場合は，派遣社員の受入とそれに伴う部
内での配転。派遣社員は外出する(I:事ができないため。
工場事務の女性の場合は，総務からの配転で穴埋めし，
総務の欠員は中途採用で補充。
Ｎ社 1998年度に依liIi退職応募者が
５２人。既婚者は２人だけだが，
30歳以上が８人。女性はサイ
クルで変わる。
他部署からの応援。応援者は仕方がないと穴埋めに入っ
た。女性はサイクルで変わる。
Ｏ社 過去２年間に１００人のリスト
ラ
なし。職場全体でカバー。
Ｐ社 ガイドの平均勤続は５年，不
景気で定着がよくなった。
トップシーズンでない限り，ガイドは余っている。いつ
辞めるかわからないから。
Ｑ社 2-3年で退職するので，勤続
は短い゜
サービス業務から酬務への配転によってカバー。
Ｒ社 平均勤続１１年，平均年齢３８
歳で定着はよい。
現場ではパートを含め，社員数は仕事量に比較して多め
に採用している。事務はアルバイトで代替。
Ｓ社 1993年に'｣ストラがあり，新
採用は1996年から。平均勤続
４年。
残りの職場の人間で対応。
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製造Ｒ社)，「日ごろから代替要員を３２人置いているから，育児休業期間のための
代替要員は特に置いていない」（総菜宅配Ｇ社）などの意見が，典型的な事例であ
る。Ｇ社のようにどんな天気であろうと毎日必ず配達をしなければならない職務，
あるいはＲ社のように流れ作業でどこか１ケ所に穴があいても全体の生産量に大
きく影響が出るような職務の場合，欠勤者を想定して余剰人員を置くことは企業と
して当然の措置である。
しかし，またもう一つ別の面にも注目しておきたい。こうした職場で余剰人員を
抱えていられるのは，女性の賃金コストが低いという点も考えられる。第１表に
整理された女性職種の技能レベルを見ると，いずれも決して高くない。熟練職種で
はないから，賃金も安く，育児休業期間の技能の低下や技能の陳腐化が置きにくい
のである。
育児休業制度を中心とする育児支援策をみると，一見その普及の拡大は女性の就
労支援の拡大と映る。確かにこうした側面は望ましいことではあるが，他方，これ
を可能としているのが女性職種の低賃金という事実に基づいているのならば，手放
しでこうした状態を育児支援の拡大，女性の仕事と家庭との両立，として称賛でき
るものでもあるまい。女性への教育訓練の実施，女性の職域拡大や女性に対するグ
ラス・シーリングの排除など，女性就業に対する他の側面での援助施策との調和の
中で育児支援も考えられねばならないだろう。
②女性活用方針の一環
次に企業内において女性労働力が主要職種を構成するわけではなく，女性事務職
や生産現場の技能職，あるいは技術職として就業している企業類型の場合，その育
児支援目的はどこに見出されようか。女性が企業内で主要労働力を構成しない場合，
企業がとりたてて育児支援施策を実施する例は極めて少ない。しかし，女性労働力
の確保という目的以上に，企業の考え方，ポリシーとして女性活用を目的として掲
げている場合があり，その一環として仕事と家庭の両立のために育児支援を行って
いる企業が少数ではあるが存在する。こうした事例は女性労働力確保という経済的
な目的だけでは説明がつかないので，女性活用という企業方針の存在を指摘した方
がよいであろう。
この少ない事例に該当する企業が産業用機器製造のＤ社である。Ｄ社は正規従
業員数が２４９人で，そのうち女性従業員は３２人と１３％しか占めていない。しか
し，Ｄ社ではこうした少ない女性従業員に対して，１９９１年に育児休業制度をその
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法制化より１年早く導入し，また子どもが1歳までは１時間半の短時間勤務制度
を設けている。また育児休業期間については給与の15％を貸与し，復職後引続き
６ケ月以上勤務した場合に，育児休業者職場復帰給付金として貸付金と相殺してい
る。１９９５年から１９９９年の５年間に限定しても，育児休業の延べ取得者は７人で
あり，女性従業が３０人前後しかいないことを考えると，高い取得率である。
こうした手厚い育児支援制度があるため，女性の勤続年数は長く，平均150年
である。女性正規従業員はすべて高卒で，３２人中の２７人が事務職である。残業
は少ない。
さらにＤ社では，育児休業取得後，職場復帰をスムースにおこなうために，育
児休業期間中に会社から社内資料を送付し，また育児休業者職場復帰プログラムを
実施している。Ｄ社ではこのプログラムに対して助成金を取得しているが，内容は，
①仕事と家庭の両立のあり方，②会社・業界の状況，③担当業務の変化と新
しいＯＡ機器の説明，の項目で構成されている。なお助成金は中小企業の場合，
対象休業者１人につき１８万円である。
また電気機器製造のＢ社も女性活川方針の一環として育児休業制度が手厚い。
機械製造業という点でＤ社と共通点を持つＢ社の場合，女性従業員の比率は低く，
全正規従業員１９９人中，女性は２２人で女性比率は１１％である。女性は短期間で
退職する人が多いが，ある程度勤務すると定着率が高くなる。退職者が出ても，離
職理由は結婚や出産ではないことがＢ社の特徴でもある。
Ｂ社の育児休業制度の導入は１９９３年であるが，休業期間は法定を上回り，子ど
もが１歳に達した直後の３月３１日まで休業を取得できる｡保育所への入所が４月
１日を基準としているための措置である。また会社が認めた場合には，馴らし保育
のために，最長２週間まで休業期間を延長できる。また，短時間勤務は１時間の
短縮で，子どもが３歳になった直後の３月３１日まで取得できる。
Ｂ社が中小企業では例が少ない育児支援を実施して仕事と家庭の両立政策を採用
している理由は，Ｂ社の親会社にあたるＶ社の存在がある。Ｖ社は日本における
世界的な企業であるが，女性活用施策にも熱心な企業として夙に有名であり，
1990年に育児休職制度を導入した。また育児短時間勤務制度も２年後の１９９２年
に導入し，子どもが満３歳に達した後，最初に迎える３月３１日まで利用できる。
さらに男性の育児休業取得者が出たことでも，Ｖ社の育児支援策は有名となった。
Ｂ社はこうしたＶ社の子会社２社が５０％ずつ出資して設立されたいわばＶ社の
孫会社である。したがって，Ｂ社では人事管理についても親会社Ｖ社の規定を受
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け入れた結果，同業種，同規模の中小企業と比較すると手厚い育児支援策を実施し
ている。
以上，機械製造業Ｄ社，Ｂ社の事例を見ると，両社とも女性従業員確保の必要
性は薄い。しかしそれにも関わらず，企業として他社よりも手厚い育児支援策を実
施しているのであるから，その目的は単なる短期的な経済的合理性の追求というよ
りも，企業の人事管理施策の中に女性活用という目標が存在しており，その一環と
して育児支援が強化されていると見る方がよいのではないだろうか。
③育児・介護休業法の遵守
以上の企業類型と比較して，機械製造業など男性労働力に依存する度合いが高い
業種に属する中小企業の場合，育児休業制度の導入理由は育児休業法（1992年制
定当時の名称）が制定されたことによる。こうした中小企業は，労働力構成の点で
特に女性従業員の確保・定着を必要としないので，育児休業法という強制力を持つ
法律が制定されて初めて育児休業制度を導入した。その意味では法律の影響力は非
常に大きい。
こうした企業事例の典型はＯ社に見られるだろう。Ｏ社はスチール家具製造を
事業内容とする規模１７０人の中小企業である。女性正規従業員は２５人で，６人が
製造工程，１９人が事務部門に所属している。女性比率は14.7％であり，女性の割
合は決して高くはない。Ｏ社の育児休業制度は１９９２年１０月に導入されて，これ
まで３人の利用者がいる。短時間勤務制度も利用可能である。これは子どもが３
歳を迎える前日まで１日２０分間勤務を短縮できる。通常の勤務時間が午前９時か
ら午後５時４０分であるが，短時間勤務では午後５時２０分に終業可能で，育児休
業利用者の１人は，育児休業期間を１ケ月に抑えて，この短時間勤務を利用した。
このＯ社で特筆すべきことは，１９９７年から１９９８年にかけておよそ１００人の従
業員をリストラしたことである。１９９７年の従業員数は２６９人であったから，その
ほぼ１/３以上の人員を削減した勘定となる。１９９６年以来，新入社員の定期採用は
行われておらず，またこの間に中途採用も控えられている。したがってｏ社の場
合，従業員の定着率を向上する必要は全くなく，また育児休業制度によって女性従
業員の定着向上や人員確保の必要性もない。一方では従業員のリストラを行いなが
ら，一方では職場復帰を保証して従業員の育児休業を認めるという実態は，ある意
味で矛盾している。ｏ社がこうした措置をとった理由の大半は，この育児休業制度
が法制化されたことにある。法律の影響力はこのように，利益追求を目的とする企
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業の行動を縛るという点で非常に大きいと言わねばならぬだろう。もっとも育児休
業取得者３人のうち１人は，休業期間中に組織変更があり，営業耶務の仕事が遠
方の事業所に吸収統合されて通勤が不可能となったために，育児休業期間の終了を
待たず，「事業縮小による会社都合解雇」となった。
こうした例が１人あったにもしても，Ｏ社では全体として育児休業ｌｉｌｌ度を支持
しており，女性の利)J1lll請者が出てもそれを拒むという風土はないし，育児休業を
理由として解雇を促すという社風もない。育児休業法が制定されたならばそれを企
業として遵守するという考え方であり，その遵守がたとえリストラを必要としてい
る時期でもllill度として尊重するという姿勢である。育児休業(|i11度の導入目的として，
この「法の遵守」という項目は，企業にとっては非常に受け身のものであり，場合
によっては企業の個別事情に合わない場合も出ている。しかし，そうした個別事情
に反した場合でも，「|]小企業の育児支援の一環として育児休業(|i１１度の制度化が進展
していることに注目しておきたい。
以上，［１１小企業の育児支援目的から企業の典型的事例を見てきた。育児支援が個
別企業の必要性やその人事管理方針から提供される場合には，合理的な支援理由が
存在するが，多くのIlj小企業にとっては単に法の遵守と言う消極的な意味合いを持
っている。しかし，法であるために企業に強fIill力を持ち，それが育児休業制度の拡
大につながっている1111面があることは否定できない。
3．地域保育サービスと｢|]小企業
①企業と育児支援
企業が直接的に育児責任をとらなければならないことは稀である。スウェーデン
のような福祉国家では育児を国家の責任としているが，日本の場合，育児はまず家
庭の責任であり，次いで地域社会の責任である。育児の公的責任といった場合，そ
の責任主体に関してIﾘ|確な社会的合意がないまま，保育所が（都道府県や国の補助
があっても）直接的には区市町村の運営によるものであることにより，国よりも地
域社会が各家庭の保育支援を実施する責任主体となった。
一方，企業の育児責任については，家庭と地域社会の育児責任と比較してはるか
後方に引いた位置づけで，いわば従業員の就業継続との関連で育児支援が生じてく
るに過ぎない。実際，企業の福利厚生施策のなかで育児支援施策の占める位置づけ
は非常に低い。日本型雇用システムを実施している大企業では，女性が長期に勤続
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することを前提にしていないから，男性世帯主を想定した在宅介護支援やホームヘ
ルパーなどの支援はあっても，育児支援は企業が対象とする各種福利厚生のカテゴ
リーに組入れられてはこなつかった。多くは母性保護の一環として労働組合が制度
要求したり，あるいは託児・育英のカテゴリー2)のなかで位置づけられたに過ぎな
い。最近になってようやく，カフェテリアプランを採用した企業が育児支援策にい
くつかのメニューを用意しはじめた3)。こうした企業は，いずれも女性従業員の比
率が高く，また企業の歴史が浅いという特徴がある。従来型の日本型雇用システム
を実施していない企業である。大企業がこのような事情であるから，それと比較し
て全般的に福利厚生費用を十分にはかけられない中小企業の育児支援は，したがっ
て，企業が育児支援策を講ずるというよりも，地域社会に育児支援を要請するとい
う形態をとる。
そこで以下に，中小企業が地域の保育サービスについてどのような内容を求めて
いるか見ておこう。
②企業の保育行政への要望
企業からの保育行政への要望は，女性従業員の保育行政への要望とそれほど差異
がない（第３表参照)。調査対象の中小企業が保育行政への要望を特に持っている
というわけではなく，育児は基本的には家庭の責任とした上で，自社の女性従業員
がどのような要望を行政に対して持っているかを代弁したという企業姿勢であろう。
その結果，Ｇ社のように保育行政に対して関心が薄く，女性従業員の利用している
保育所が認可保育所か無認可といったことも知らず，保育所の利用であろうと，祖
父母の協力であろうと，企業としては女性が決められた勤務時間に欠勤なく勤務す
ることが最重要であることを強調する企業があったのも，極く当然のことであった。
第３表育児休業への評価・介護休業と保育行政について
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企業名 育児休業への評価・その他 介護休業について 保育行政について
Ａ病院 保育園の空きは少ない。婦長が復帰
後の人の便宜を図って(|:事の配分を
する（夜勤回数など)。
３週間の取得者がい・
る
遅番のシフトは１８時終了な
ので利用できない。
Ｂ社 1時'111の短時間勤務がある。女性の
残業は月１０時間未満。
保育時間が７時から１９時迄
なので仕事と両立可能。残業，
長時間通勤は無理。
Ｃ保育園 １年３ケ月の休業期間あり。長期の
休業は子供（１歳以上）が保育園に
入りにくくなるため取得しにくい。
短時間勤務制度はあ
るが利用者なし。
育児休業期間と保育園の入園
枠がうまくリンクしていない。
１歳児の入園枠が少ない。入
園待機者３００人。
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企業名 育児休業への評Ⅲi・その他 介護休業について 保育行政について
I)卜|： 育休取得後，全員がIIMillll半の短
時間勤務を利111。
ない 保育園にゆとりがあり，４)］
１日以外でも入園可能。
社Ｅ 水質検査は大卒女性|ｲﾘきの(|:醜。 保育園の賛111が高いとの意見
が社員にある。
ＦｌＪ１体 取得の有無は人g1i考課の対象としな
いし，年齢袷は昇給する。
保育園よりも親に４１１る風二'二。
入園予約も可iiE。
Ｇ社 企業規模からいっても従業員の保育
にはタッチできない。
首都圏なので保育Nilには入れ
にくい◎
11社 外回りのＳＥの育休ＩＭＭは困難。プ
ログラマーは(｣:ｴｌｉのスペックが画ま
っているので取得可能。
1999年に育児短時
間勤務制便と一緒に
導入。利111背なし。
0歳児のための保育所の増､Ⅱ
を望む。
I社 半年から１年で411務職をローテー
ションにして，育休の穴111めができ
るようにする。
保育[刺のjliDⅡを希望。
JiI： 小企業では女|Ｉ:の採川が難しいので，
定着を図るために導入。
９７年導入。ＩＭＩ｝者
２人。２週|Il1ilii後。
慣行として育児短I１ｆ
llil勤務がある。
Ｋ 休業をきっかけに生廉ｌｌｌｉのlf1｣二をは
かる ０
利１１１者が３人。 会社の近くに保育lHl1があり必
ず入れる。２４時ｌＩｌｌに近い保
青を希望。
Ｌ社 病欠に即対応できるように，普段か
ら半年単位の1蛾iilII11iil紙があるので，
育休者が|}'ても通常のlid転で対応可
能。
制度はあるが利111肴
は11｝ていない。
１１}産経験者のほとんどが保育
園利111者で，人|*|はlHlll$可iiE。
Mkl2 派遣社員の導入がjIi社！｣に対する刺
激となった。
ない。短lMillll勤務や
パートへのｳIi換希望
６ない。
女性の年齢層が高いので，育
児の負荷が低く，特に希望も
ない。
Ｎ社 １１'讃があれば抵抗なく認める。のん
きな会社だから可能。人耶管E11がシ
ビアではない。復帰者は親との|司居
だったから可IiEであったと１１１う。
従業員からの要望も
利１１１者もいない。
親との同居で休業後の復帰が
可能。親に子守りを頼らない
体制が必要。
Ｏ社 代替要員がいなくても済むならば，
復帰職場が無くなることも考えられ
る ◎
会社として)kl応して
いるわけではない。
保育園が入れやすければ育児
休業は必要ない。
I〕社 結婚退職者が多い。その【'１から１０
人は正社員に復帰。育休l((得者には
基本給の４割保障。
無給で１１１:'''1．収
得者はまだいない。
Ｑ社 企業内に保育室がある。５人の子供
を預かっている。正社風の保母が１
人，パートが６人◎
Ｒ社 hli助金があるから，肯ﾘ【1休業をする
わけではない。
パートは保育l*|の11$''１１に合わ
せて勤務を決める。
Ｓ社 福利厚生の充実よりも，１M人の楽し
みと生活基鍛確保のための給料を社
員は求めている。女性の離職は桔婿．
１１)産が主。
保育園は午前７Ｉｌｆからなの
で，午前８時３０分の始業に
はlIl1に合う。通勤ＩｌｌＨ１ｌ１も短い。
［'１'ＭＹ業の了iiｿ11文楓とrir児休業制度
また，Ｄ社，Ｆ団体，Ｊ社，Ｌ社，Ｓ社では特に要望はなかった。各社の女性従
業員が希望すればすべて保育所を利用できる状況にあり，その結果，保育行政に対
して特に不iiMiはないようであった。Ｄ社は東京に位置する企業であるが，近隣の保
育所定員に余裕があり，また女性従業員に対しては残業がほとんどないこともあっ
て，現状で十分のようであった。また他のＦ団体，Ｊ社，Ｌ社，Ｓ社の所在地は地
方都市である。この場合は，保育所の定員が十分な場合，どこに居住しても自動車
利用すればおよそ３０分以内で勤務地や保育所，あるいはi1lj親の実家に到達できる。
通勤時間が節約でき，家族の協力や保育所の利用を前提に，女性従業員の就業継続
が容易であった。
次に保育行政に対して要望のあった企業の要望内容を見ると，これは女性雇用者
の￣般的な保育サービスへの要望と同様に，ｌ）保育所の雑llli，２）低年齢児枠の
拡大，３）延長保育・夜'''１保育の実施，４）費用負担の軽減，の４項'二|に総理でき
る。
第１の保育所の擬llliについては，「乳幼児でも預けやすくなれば，女性が働きつ
づけることは楽になるのではないか。当社従業員の人の場合，子どもをYlIjけること
ができたから育児休業ではなく短時'１１１勤務で対応することができた｡」（Ｏ社）とい
った声が代表的なものであった。企業としては育児休業よりも短時'''1勤務の方が望
ましいという選択であり，その前提として保育所の整llliが挙げられている。また
Ｎ社でも｢親に子守りを１Ｍらなくてもよいような保育体｛lillが必要なのではないか」
と，保育所の整備の必要性を主張していた。Ｎ社は，５２人の希望退職者を含めて
1998-99年度に１００人ほどの退職者を出しているが，育児休業取得者は３人ほ
どいた。そのうちの1人は，Ｒ＆Ｄの文献情報を収集するスタッフで復職後事業所
統廃合の際にも同一勤務場所を提供したり，授乳時間を与えたりというサポート体
制を敷いたが，勤務を継続できず退職。育児休業取得者で現在も勤務を継続してい
る人は１人だけで，その人は親と同居している。
保育所の整備と言った場合には，単にその数が増えればよいというわけではない。
秋田市の場合，市内[|]央部では保育所の人員に余裕があるが，郊外の住宅地付近の
保育所は定員が一杯であるという。｜)klll市，宇都宮Tl丁の両Tl丁とも産休．育児休業lﾘｊ
けに保育所に入所可能なように予約ができるという状態で，首那圏に比べて非常に
恵まれている。それでも，保育所の設置された地域のよって待機児童数の差異があ
り，これは女性を扉川する企業が市中央部から周辺部へ移転しているにもかかわら
ず，保育所の設置がこうした企業の移転の実態に追いつかないためである。企業は
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経済的なコスト削減のために，事業所移転を行うが，こうした変化に福祉施設であ
る保育所の整備状況が追いつかず，住民のニーズと保育サービスの提供との間にミ
スマッチが生じている。もし保育サービスが従来の低所得者支援という性格を薄め，
女性雇用者の就業支援という性格を強めていくとしたならば，こうした事業所や地
元産業の消長を保育サービス提供のあり方に柔軟に反映させていく必要があろう。
第２の，低年齢児枠の拡大は0歳児保育や１歳児の保育枠の拡大を望む声であ
る。0歳や１歳の保育は，保母１人当りが保育できる人数が少ないために，保育費
用が嵩み4)定員枠が非常に小さい。その結果，Ｃ保育園では育児休業を長く取るこ
とができないという。出産を計画中の保母は，1歳や２歳からの入所が難しいので，
０歳児から継続して預けることを前提にして出産計画を立てなければならないのが
現状だそうだ。育児休業制度が普及すれば，当然育児休業期間が終了する１歳前
後の入所希望者が多くなることが予想されるが，それを受け入れる保育所の方は育
児休業制度の普及を前提に低年齢児枠を決定しているわけではないので，ここでも
入所希望の乳幼児の年齢と受け入れ枠との間にミスマッチが存在している。Ｃ保育
園が所在している東京都のこの市では０歳から２歳までの待機児童数は約３００人，
同じく東京都の町田市では１９９９年度２１９人でこの人数は町田市における待機児
童全体の約７５％に達する。こうした数値に，低年齢児童の入所枠拡大が，特に首
都圏のような大都市圏で望まれていることが示されていよう。
また静岡県のＩ社，岩手県のＨ社も0歳児や低年齢児枠の拡大を希望していた。
子どもが３歳になるまでには当たり前のことながら３年の期間が必要であり，こ
の３年という期間を保育所に預けられなければ実際上，母親の就業継続は不可能
である。低年齢児枠の拡大が望まれている理由であろう。
第３の保育サービスに対する要望は延長保育・夜間保育の実施である。一般的
にＭ社のように「保育時間の長い保育所があれば女性も働きやすい」という意見
が多かった。その中で，Ａ病院では保育所が午後６時で終了してしまうので，交
代制を実施している看護婦の場合，遅番のシフトに保育所利用者を組み込めないと
いう問題があった。またＫ社では液晶パネルの検査工程に多数の女`性従業員を採
用している。ここでは保育所には必ず入所できるが，これから女性の深夜勤務を検
討しているので，それに対応して２４時間に近い体制を組んだ保育所を希望してい
た。
これまで女性のシフト勤務に対しては，ホテル業のＱ社のように自前で企業内
保育施設を持つというような対処しかなかった。しかし，女性の深夜業禁止規定が
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廃止されて，女性の深夜勤務可能となり，また製造業だけでなくサービス業を中心
として２４時間営業の事業所が増えてくれば〆保育サービスへの時間延長の要求も
それに伴って生じてくるだろう。首都圏の場合は，既に通勤時間の長さから延長保
育への要求は高まっているが，秋田県に位置するＫ社でも深夜勤務との関係から
延長保育への要望が出されていた。女性の働き方が多様化するに伴い，保育サービ
スへの多様な要求が出されてきているのが今日の状況といえる。延長保育・夜間保
育については，保母の勤務体制の外にも対象となる児童の負担や疲れも考慮されね
ばならず，単に企業や母親の都合だけでは解決できない複雑な側面を併せ持ってい
る。
第４の要望は，保育費用の軽減であった。これは中小企業というよりも，従業
員の声を企業が代弁して答えた要望である。Ｅ社では保育費用が高いという不満が
女性従業員間にあるという。Ｅ社の女性従業員の１人は，３人の子どものうち２人
を保育所に預けて就業しているが，その費用が高いという。それぞれ０歳児，１歳
児という低年齢児であるために費用も３歳児以上と比べて高く，自分の賃金のう
ちの少なからぬ割合を保育費用として支払わなければならない。先にみたように，
利用者の保育負担料は実際に掛かる保育費用に比較して非常に少ないのであるが，
それを自分の賃金と比較した場合は，高いと感じるのも分からないわけではない。
本稿は保育費用の水準および保育費負担者間の負担バランスについては論ずるもの
ではないので，費用軽減の要求が出された事実についてのみ報告する。
以上，企業の保育行政への要望を４項目にわたってみた。保育サービスの供給
責任は企業よりも行政に求められている日本の現状では，企業からの要求は費用負
担の点で，あるいは子どもの保育環境を確保する点で，合理的に整序されて提出さ
れたものではなく，あくまでも個別企業の事情を述べたものに過ぎないであろう。
しかし，企業の保育所の整備，低年齢児枠の拡大，延長・夜間保育の拡大，保育費
用負担の軽減といった要求は，現在女性雇用者から大きな要求として提出されてき
ており，今後の保育サービスの方向性を示唆するものであることは確認できよう。
４育児休業拡大への障害
最後に，今後育児休業が拡大していくにあたっての障害について触れておこう。
①代替要員の確保と要員の不足
先に掲げた第２表に再び注目してほしい。第２表は休業中に空けれられた職務
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のカバーの方法を，代替要員の有無として一覧表に作成した結果である。１９社中，
代替要員を確保した企業は，Ａ病院，Ｃ保育園のように配置基準が規定されている
業種と，その他の企業４社（Ｄ社，Ｅ社，Ｆ団体，Ｍ社）にすぎない。他の１３社
の場合は，育児休業取得者で出現しても，すぐにその穴埋めをパートタイマーや派
遣社員を雇用しておこなうよりも，残った従業員間で仕事の配分見直しをして休業
者の穴埋めを行おうとしている。中小企業における人員配置の厳しさがここに見ら
れることがまず注目されよう。女性が職場の１１]心職種を構成していない企業では，
女性職種に対して日頃から余剰人員を置くというよりも，人員をできるだけ増力Ⅱさ
せない方針をとっているから，育児休業のような一時的な減員については，代替要
員を置かないことが多い。
これは他の調査結果からも明らかである。一部，二部上場企業3,300社に勤務
する女性従業員に対するアンケート調査結果5)では，育児休業を取得しなかった人
が取得しなかった理由としてもっとも多く指摘した項目（ＭＡ）が「職場の雰囲気」
(43.0％）であった。「経済的に苦しくなる」の40.2％を上回っている。上場企業
という大企業においてさえ法律上認められた育児休業を容易には取得しにくい雰囲
気があるのであろう。まして人員に余裕がない｢|]小企業においては，非常にむずか
しいことが推illIされる。育児休業に関して優良企業である調査対象企業でさえ，休
業者の穴埋めを職場全体でカバーする描置をとっている。まして普通の中小企業で
は，自分が休めば職場の人の負担が多くなることは目に見えているのであるから，
職場の一員である本人も育児休業取得を言い出しにくくなろう。そしてこの「職場
の雰囲気」という言葉の表している中身が，要員の不足であるといってよいだろう。
こども未来財団が発表した調査によると，この事情がより明確になる6)。ここで
は全国の中小企業（正規従業員数５－２９９人）の福利厚生担当者とそこに勤務する
従業員にアンケート調査を実施した。その結果によると，企業が実施する子育て支
援メニューのうち，従業員が役立つと判断したものは，第１位が家族手当，第２
位が育児休業であった。しかし，育児休業を含め「企業の子育て支援メニューが利
用しにくい理由」を質問すると，最上位に指摘された理由が「利用するとまわりの
人の仕事量が増えるから」（48.4％）であり，「制度の内容が社員によく知らされて
いないから」（41.7％）を上回っていた。
代替要員を置かないという企業の方針，あるいは日頃の要員のきつさが育児休業
取得を困難にしていることが理解されよう。一つのコミュニティとして成立してい
る企業職場，すなわち企業コミュニティを前提とした場合，他のメンバーに迷惑を
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かけてまで「育児休業」という自分の椛利を主張することは，できない構造となっ
ている。そうでなければコミュニティのメンバーとして承認されないからである。
企業コミュニティを前提とした場合，育児休業取得が他の人の仕事量にはね返らな
いだけの要員確保を認めることがもっとも重要な育児支援なのであり，企業にとっ
て優先すべき課題であろう。
②復帰職場確保の不安
育児休業制度拡大の障害は中小企業'''１にとってみれば要員の|川題，代替要員の確
保の問題，最終的には人員コストの塒加につながるという問題であるが，これはあ
くまでも企業側からみた人事管理上の問題である。従業員側から見た場合，その障
害は自ずから異なる。従業員１１'１から見た場合の育児休業取得の障害は，確かに休業
期'１Mの経済的裏付けという側面もあるにはある7)が，まず何よりも心配なのは復帰
職場が保証されているかどうかという，雇用硴保の'１１１題である。とりわけ，近年の
ように不況期が長引くと，休業Ｉ０ｌｌ１１ｌ｢|]に自分の職場がなくなる可能性が高く，おち
おち休業してもいられない状態となる（第３表の育児休業への評llliの項目のうち，
Ｏ社，Ｋ社を参照)。
既に触れたように，Ｏ社では1992年に育児休業｛lill度を導入した後，９８－９９年
にかけて約１００人のリストラが行われた。現に就業している人がリストラされて
いる｢'１で，育児休業を理由に休業している人が自分の職場を確保しておくことは非
常に難しいといわねばなるまい。またＢ社は大手通信機メーカーＶ社の孫会社と
して十分な育児支援Nil１度を整備しているが，ここでも「長く育児休業を取得すると，
職場に自分の居場所がなくなるという不安」を育児休業取得者は語っていた。現実
に復帰職場は確保されたとは言え，こうした不安は従業員にとって理由がないわけ
ではない。
企業もまた，育児休業者が出た場合に，これを生産性向上の機会として捉えて人
員のWll減に結び付けるからである。ｏ社でも，「休業利用者が職場を離れている'''１
に，その人を抜いた人数でも仕事を回すことができると分かると，その利用者のポ
ストを減らして組織を変化させる」形で，休業者の穴埋めを図ってきた。実情とし
ては，育児休業利用者の穴埋めを職場の人がカバーすることについて不満もあった
そうだが，人員削減している時期に人事異動による穴埋めは不可能であったという。
日本のllMi場では職務の繩張りが決まっていないために，要員数の変動に対して融i、
を利かせることが可能であるが，他方，これが人員削減へのきっかけともなりうる
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のであり，その意味では両刃の剣でもある。
さらに]育児休業を生産性向上の機会として積極的に捉えているのはＫ社であ
った。育児休業取得者が出て職場の人数が減った時をチャンスと考え，この要員数
で従来の仕事が可能かどうか検討するという。負荷が大きければ社内外注に回し，
もし減った人数で仕事が可能と判明すれば，育児休業者が復帰した時点で，それま
で社内外注に出していた仕事を引き上げて内製率を高めるという。こうした企業の
絶え間ない合理化努力は，一方では雇用不安と結びつく可能性が存在している。企
業がこうした姿勢を持っている場合は，従業員が復帰後に自分の職場が確保される
かどうか不安を抱いても無理がないところがある。
こうした雇用確保の不安は，女性よりも家計支持者である男性の場合は格段に強
い｡育児休業は女性のみならず男性にも同様に取得可能であるが，現実には育児休
業取得をする男性はまだまだ稀で，そうした男性がいた場合には新聞記事として取
り上げられるほどの珍しいことである。男性の育児休業取得者が出ない理由は，男
性が育児や家事を嫌っているというよりも（そうした側面が性別役割分業観を前提
として一定程存在することは否定できないが)，自分の休業期間中に職場が滞りな
く仕事をこなしていることが判明すれば，いつリストラの対象となるか分からない
という不安があるからであろう。したがって，現在，こうした不況期であり，かつ
常に男性間の昇進競争が存在している企業内で，男性が堂々と育児休業を取得して
いるのは，非常に有能であることが自他共に認められている男性，企業がその男性
を余人をもって代え難い存在として認めている場合に限られてしまう。
このように，育児休業取得に際しては原職復帰が法律上規定されているものの復
帰職場の確保について何がしかの不安が従業員間に存在している。そうした不安が
十分な休業期間を保証しないという点で，代替要員や保育サービスの不十分さとは
別次元の障害として留意されねばならないだろう。
なお職場復帰がたとえ可能であった人も，実はその後に様々な理由で退職してい
ることはここで改めて触れる必要はないであろう。第４表は今回調査で復帰後に
退職した人の退職理由を，判明した限りで整理した結果である。子供の病気，夫の
職業上の理由，本人の病気など個人的な理由によるものが多い。こうした個人的事
情まで含めると，育児休業制度が整備され，また企業が休業復帰後に職場を保障し
ても，なお女性の就業継続と育児の両立はまだまだ難しいことがわかろう。
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第４表育児休業取得者の退職理由
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③パートタイマーとの接近
先に育児休業制度の代替要員として，派遣社員やパートタイマー，アルバイトな
どが利用されているとしたが，実はこれは明暗二つの0111面がある。パートなど女性
の間で就業形態多様化が進展することにより，正規従業員が育児休業を取得しやす
くなった。しかしそれと同時に，パートタイマーやアルバイトで正規従業員を代替
できるならば，高い費用を支払って正規従業員を雁１１]していく必要性も薄いことを
証明してしまう。Ｆ団体は育児休業者の欠員補充として採用したパートタイマーが
有能であることが判|ﾘ』し，その後パートタイマーという雇用形態を日常的に採用し
た。またＥ社でも，育児休業の復帰者を短時間勤務とする代わりに，パートタイ
マーとして雇用することに変更した。またＭ社では，短時間勤務や，正社員から
パートタイマーへの雇用形態の切り替えも可能なIill度を設けているが，これまで希
望者は出ていない。
労働市場で，とりわけ女性の雇川機会が限定されている地方都市の労働市場では，
女性正規従業員の雇用機会は希少性を持つ。一方，女性のパートタイマーの供給は
ほとんど無限と前提としてもおかしくないほど供給があり，そのため＿貫してパー
トタイマーと正規従業員との賃金格差は拡大している8)。女性正規従業員が就業し
ている職種が技能や経験を必要とせず，パートタイマーや派遣社員に代替できる頬
のものであればあるほど，その職場での地位はパートタイマーの存在に脅かされや
すい。今後，厚生年金，健康保険など法定福利費が増加する見込みがあり，そうな
ると社会保険の適用外となるパートタイマーの(iIli値は企業にとって大きくなる。
一方で外部労働市場にこうしたパートタイマーが存在する時，内部労働市場とは
いっても周辺的な位置に置かれている女性正規従業員の存在は極めて暖昧となって
くる。育児休業を取得したり，あるいは短時間勤務を利用することが，パートタイ
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企業名 育児休業取得者の退職IlI1IIl
Ｃ保育園 子供の病気，
Ｅ社 第２子の保育園の送迎（パートへ変更)。職場結婚。
Ｆ団体 家業の手伝いと，職場結婚のため夫が変の残業を嫌がった。
Ｍ社 ７７児負担。
Ｎ社 組織変更に伴いは移iIi，授乳時'31を認めたが両立不可能（製薬スタッ
ﾌ)。育児ではなく|:１分の病気。
Ｏ社 子供が病弱，配〈lji不可能なため事業縮小に伴う会社都合。
マーとしての働き方と似てくると，雇用確保のために，言い換えればパートタイマ
ーに自分の仕事を奪われないためには長期の休業や短時間の勤務は利用しにくくな
るのではないかと危倶される。また育児休業から職場復帰後，雇用についてはなる
ほど保証されたものの，雇用形態が正社員からパートタイマーへ切り換えられたと
いう調査結果がみられる9)。パートタイマーへの転換による労働条件の低下を避け
たいならば，育児休業を取得しない方がよいという選択になりやすいであろう。
もちろん先に触れたように，女性正規従業員の職務が単純労働で低賃金に留め置
かれ，欠勤に備えて常に余剰人員を抱えているような職場では，パートタイマーと
正規従業員との格差もほとんど存在しないから，パートタイマーへの代替を危倶す
ることはない。しかしこうした職場では，今度は逆に正規従業員の低賃金という問
題が生じている。
以上，育児休業制度の拡大は女性の就業継続にとって必要な措置であるが，必ず
しもその利用が従業員間で容易ではない理由を見てきた。育児休業利用者が現状で
は女性を中心にしていることを前提とすると，今後はパートタイマーとの関連でこ
の利用状況を見ておかねばならないだろう。
おわりに
育児休業制度はまだ開始されてからその歴史が浅い。現在，中小企業のレベルで
の普及拡大が図られている途上である。中小企業は，育児や育児支援施策に対して
直接的な責任を負っておらず，育児休業も従業員が家庭や地域の保育サービスを利
用するための前提条件でしかない。なぜなら従来まで女性労働力が不可欠な一部企
業を除く一般企業にとって，育児支援をしてまで女性の定着促進を図る必要がなか
ったからである。
しかし近年は中小企業でも育児休業制度を実施して育児支援を行い，また地域の
保育サービスについて行政に要望を出すように変わってきた。これは女性の雇用労
働力化が進んで，女性の就業継続が首都圏，地方都市を問わず一般化してきたから
でもある。現状では復帰職場の確保やパートタイマーとの競合など，育児休業制度
が設立されてさえその利用については障害がある。だが長期的には今後女性が雇用
労働者として働く割合が高まることが予想されるので，育児支援サービスも育児休
業制度に限られず，また保育所の定員数に限定されず，延長保育，病後児保育など
多様なメニューを取り揃えていくことが必要であろう。それと同時に，女性の働き
方も再雇用制度，短時間勤務制度，あるいはパートタイマーと正規従業員との転換，
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在宅勤務など，やはり多様なメニューを取り揃えていくことになろう。
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佐藤博樹東大教授，脇坂明学習院大学教授，藤木哲史南山大学教授をはじめ，土井康晴
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